
 佐賀県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成25年３月29日 

                                           佐賀県知事  古  川     康    

 佐賀県規則第29号 

   佐賀県財務規則の一部を改正する規則 

 佐賀県財務規則（平成４年佐賀県規則第35号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

目次 目次 

 第１章～第６章 略  第１章～第６章 略 

 第７章 略  第７章 略 

  第１節 通則（第100条・第101条）   第１節 通則（第100条－第101条の２） 

  第２節・第３節 略   第２節・第３節 略 

 第８章～第13章 略  第８章～第13章 略 

 附則 略  附則 略 

 （定義）  （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

(6) 本庁等の各課の副課長 組織規則第22条第１項、第25条第１

項及び第26条第１項に規定する副課長、副センター長、教育委

員会事務局副課長、警察本部会計課課長補佐、監査委員事務局

副監査監、人事委員会事務局人事主幹、労働委員会事務局副課

長、議会事務局総務課副課長、世界遺産登録推進室長、就労支

援室長、地域医療体制整備室長、施設整備室長、水資源調整室

長、教育情報化推進室長、人権・同和教育室長並びに全国高校

(6) 本庁等の各課の副課長 組織規則第22条第１項、第25条第１

項及び第26条第１項に規定する副課長、副センター長、教育委

員会事務局副課長、警察本部会計課課長補佐、監査委員事務局

副監査監、人事委員会事務局人事主幹、労働委員会事務局副課

長、議会事務局総務課副課長、世界遺産登録推進室長、就労支

援室長、地域医療体制整備室長、施設整備室長、水資源調整室

長、県立高校再編整備推進室長、教育情報化推進室長、人権・
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改正前 改正後 

総体推進室長をいう。 同和教育室長並びに全国高校総体推進室長をいう。 

 (7)～(19) 略 

 （事務委任） 

 (7)～(19) 略 

 （事務委任） 

第３条 略 第３条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

 ４ 本部長は、諸収入金に係る債権の不納欠損処分を行うものとす

る。 

４・５ 略 ５・６ 略 

 （現金の直接収納）  （現金の直接収納） 

第47条 略 第47条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 第１項の規定により諸収入金を収納し、又は前２項の規定によ

り諸収入金を引き継いだ会計管理者又は委任出納員は、当該諸収

入金に払込通知書兼領収証書、払込書及び払込領収済通知書を添

えて、翌日（その日が銀行の休日に当たるときは、その日後にお

いて最も近い銀行の休日でない日。次項において同じ。）までに、

これを指定金融機関等に払い込み、当該指定金融機関等から払込

通知書兼領収証書を受領しなければならない。ただし、収納した

諸収入金が少額の場合には、知事が別に定める金額に達するまで、

当該諸収入金を委任出納員が保管し、毎月２回以上に取りまとめ

て、指定金融機関等に払い込むことができる。 

 

５ 第１項の規定により諸収入金を収納し、又は前２項の規定によ

り諸収入金を引き継いだ会計管理者又は委任出納員は、当該諸収

入金に払込通知書兼領収証書、払込書及び払込領収済通知書を添

えて、翌日（その日が銀行の休日に当たるときは、その日後にお

いて最も近い銀行の休日でない日。次項において同じ。）までに、

これを指定金融機関等に払い込み、当該指定金融機関等から払込

通知書兼領収証書を受領しなければならない。ただし、収納した

諸収入金が少額の場合には、知事が別に定める金額に達するまで、

当該諸収入金を委任出納員が保管し、当該現金を収納した日の属

する月末までの金額を取りまとめて、その翌月７日までに指定金

融機関等に払い込むことができる。 

６～８ 略 ６～８ 略 

 （私人への歳入の徴収又は収納の事務の委託）  （私人への歳入の徴収又は収納の事務の委託） 

第50条 略 第50条 略 

２ 略 ２ 略 
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改正前 改正後 

３ 第42条、第45条及び第46条の規定は、第１項の規定により徴収

の事務の委託を受けた者（以下「徴収受託者」という。）が使用

料等を収入しようとする場合に準用する。この場合において、「収

支等命令者」とあるのは「徴収受託者」と、「調定（受入）決議

書」とあるのは「調定書（受託者用）」と読み替えるものとする。

 

 

３ 第42条、第45条及び第46条の規定は、第１項の規定により徴収

の事務の委託を受けた者（以下「徴収受託者」という。）が使用

料等を収入しようとする場合に準用する。この場合において、「収

支等命令者」とあるのは「徴収受託者」と、「調定（受入）決議

書」とあるのは「調定書（受託者用）」と読み替えるものとする。

ただし、知事が特別の事情があると認め、契約に特別の定めをし

た場合は、この限りでない。 

４～10 略  ４～10 略 

 （不納欠損処分）  （不納欠損処分） 

第52条 収支等命令者は、調定された収入に係る債権が次の各号の 第52条 収支等命令者は、調定された収入に係る債権が次の各号の 

いずれかに該当すると認めるときは、不納欠損処分伺書を作成し、

知事の決裁を受けなければならない。 

いずれかに該当すると認めるときは、不納欠損処分伺書を作成し、

本部長の決裁を受けなければならない。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

 （支出負担行為の手続）  （支出負担行為の手続） 

第56条 略 第56条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前２項の規定にかかわらず、収支等命令者は、別表第１のＤ欄

の支出負担行為として整理する時期が支出決定のとき、請求のあ

ったとき、又は月計総額が確定したときとなっている経費（支出

負担行為をするときに会計管理者又は委任出納員に協議しなけれ

ばならない経費を除く。）については、第１項の支出負担行為伺

に代えて支出負担行為伺兼支出（払出）命令書により整理するこ

とができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、収支等命令者は、別表第１のＤ欄

の支出負担行為として整理する時期が支出決定のとき、請求のあ

ったとき、又は月計総額が確定したときとなっている経費（支出

負担行為をするときに会計管理者に協議しなければならない経費

を除く。）については、第１項の支出負担行為伺に代えて支出負

担行為伺兼支出（払出）命令書により整理することができる。 

４ 略 ４ 略 

 （支出負担行為の会計管理者等への協議）  （支出負担行為の会計管理者等への協議） 
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改正前 改正後 

第57条 収支等命令者は、前条第１項及び第２項の規定により支出

負担行為をしようとするときは、支出負担行為伺に必要な書類及

び継続費にあっては継続費整理簿、債務負担行為にあっては債務

負担行為整理簿を添え、別表第１のＥ欄の会計管理者又は委任出

納員に協議する基準に定めるところにより会計管理者又は委任出

納員に協議しなければならない。 

第57条 収支等命令者は、前条第１項及び第２項の規定により支出

負担行為をしようとするときは、支出負担行為伺に必要な書類及

び継続費にあっては継続費整理簿、債務負担行為にあっては債務

負担行為整理簿を添え、別表第１のＥ欄の会計管理者に協議する

基準に定めるところにより会計管理者に協議しなければならな

い。 

２ 会計管理者又は委任出納員は、前項の規定による協議があった

ときは、次に掲げる事項について審査するものとする。 

２ 会計管理者は、前項の規定による協議があったときは、次に掲

げる事項について審査するものとする。 

 (1)～(11) 略  (1)～(11) 略 

 （小切手を亡失した場合の措置）  （小切手を亡失した場合の措置） 

第94条 小切手の所持者が小切手を亡失した場合において、当該小

切手について非訟事件手続法（明治31年法律第14号）第148条第１

項の規定による除権決定を受けたときは、小切手の再交付を受け

ることができる。 

第94条 小切手の所持者が小切手を亡失した場合において、当該小

切手について非訟事件手続法（平成23年法律第51号）第106条第１

項の規定による除権決定を受けたときは、小切手の再交付を受け

ることができる。 

２～４ 略 ２～４ 略 

 （臨時供用）  （臨時供用） 

第150条 物品管理員は、自己の管理に係る物品を臨時に自己の所属

する本庁等の各課又はかい
、、
以外の職員に使用させることを必要と

認めたときは、臨時供用簿に記入し、短期間に限り臨時に使用さ

せることができる。 

第150条 物品管理員は、自己の管理に係る物品を臨時に自己の所属

する本庁等の各課又はかい
、、
以外の職員に使用させることを必要と

認めたときは、臨時供用簿に記入し、短期間に限り臨時に使用さ

せることができる。ただし、法令その他の規程により別に定める

帳簿への記入をもって臨時供用簿への記入に代えることができ

る。 

 （検査の方法）  （検査の方法） 

第185条 検査は、本庁等の各課及びかい
、、
並びに第183条第２項各号

に掲げる者の事務所等において提出書類により行わなければなら

ない。 

第185条 検査は、本庁等の各課及びかい
、、
並びに第183条第２項各号

に掲げる者の事務所等において提出書類及び財務経営システムに

登録されている電磁的記録により行わなければならない。 
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改正前 改正後 

 （署名）  （署名） 

第193条 略 第193条 略 

  （証拠書類の定義） 

 第193条の２ 収入、支出の証拠書類とは、次の各号に掲げるものを

いう。 

 (1) 収入に係る証拠書類 調定（受入）決議書、戻出命令書、更

正命令書、契約書（契約書の作成を省略したときは、請書又は

見積書。）、領収済通知書、更正済書、口座振替済書及び県費

送金手続済書 

 (2) 支出に係る証拠書類 支出負担行為伺、別表第１のＤ欄の支

出負担行為に必要な書類の欄に掲げる書類（支出整理票及び支

出整理簿を除く。）、支出（払出）命令書等、返納命令書、精

算命令書、更正命令書、請求書、支払（戻出）額調書、領収書、 

 精算書、別表第１のＦ欄に掲げる書類、領収済通知書、公金振

替済書、更正済書、口座振替済書及び県費送金手続済書 

 ２ 歳入歳出外現金及び基金の証拠書類とは、前項各号に掲げる書

類をいう。 

 （証拠書類の編さん）  （証拠書類の編さん） 

第194条 証拠書類は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げ

る方法により１月分ごとに表紙を付して編さんしなければならな

い。 

第194条 次の各号に掲げる証拠書類は、当該各号に掲げる方法によ

り１月分ごとに表紙を付して編さんしなければならない。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

２ 略 ２ 略 

 （証拠書類の保管及び保存年限）  （証拠書類の保管及び保存年限） 

第195条 証拠書類（前条第３項の規定により会計管理者が編さんす

るものを除く。）は、本庁等の各課の長及びかい
、、
の長において保

第195条 前条第１項第１号の証拠書類は、会計管理者が必要と認め

る期間保管するものとする。 
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改正前 改正後 

管するものとし、その保存期間は、次の各号の区分に応じ当該各

号に掲げる期間とする。 

(1) 私法上の債権の存否に係る証拠書類 作成年度の終了後10

年 

 

(2) 前号以外の債権の存否に係る証拠書類 作成年度の終了後

５年 

 

(3) 前２号以外の証拠書類 作成年度の終了後２年  

 ２ 前項に定めるもののほか、証拠書類は、本庁等の各課の長及び

かい
、、
の長が必要と認める期間保管するものとする。 

 （帳票の保存年限）  （帳票の保存年限） 

第197条 この規則に定める帳票の保存期間は、次の各号に掲げる帳 第197条 この規則に定める帳票の保存期間は、次の各号に掲げる帳 

票の区分に応じ当該各号に掲げる期間とする。 票の区分に応じ当該各号に掲げる期間とする。 

 (1) 略  (1) 略 

 (2) 小切手整理簿及び小切手支払未済繰越金整理簿 10年  (2) 小切手整理簿 10年 

(3) 予算整理表、予算整理簿、徴収金整理簿、未納者一覧表、領

収証書番号整理簿、現金出納簿、預金整理簿、予算整理表（歳

入歳出外現金）（会計管理者が作成した帳票に限る。）、保管

有価証券出納簿、備品出納簿、管理簿、不用品等処分簿及び基

金現金出納簿 ５年 

(3) 予算整理表、予算整理簿、徴収金整理簿、未納者一覧表、領

収証書番号整理簿、現金出納簿、保管有価証券出納簿、備品出

納・管理簿及び不用品等処分簿 ５年 

 (4) 略  (4) 略 

   附 則    附 則 

 （専決の特例等）  （専決の特例等） 

１・２ 略 １・２ 略 

３ かい
、、
のうち、土木事務所及び農林事務所の副所長は、かい

、、
の長

が常時決裁することができる事務のうち、かい
、、
の長が定めるもの

３ かい
、、
のうち土木事務所及び農林事務所の副所長又はかい

、、
の長が

非常勤職員の場合のかい
、、
の長の次席にある者は、かい

、、
の長が常時
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改正前 改正後 

を、当分の間、常時決裁することができるものとする。この場合

において、第100条第２項に規定する事務を決裁するときの第105

条の適用については、同条第１項中「収支等命令者」とあるのは、

「土木事務所及び農林事務所の副所長」とする。 

決裁することができる事務のうち、かい
、、
の長が定めるものを、当

分の間、常時決裁することができるものとする。この場合におい

て、第100条第２項に規定する事務を決裁するときの第105条の適

用については、同条第１項中「収支等命令者」とあるのは、「次

席にある者、土木事務所及び農林事務所の副所長」とする。 

４・５ 略 ４・５ 略 

 別表第１を次のように改める。 
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別表第１

支出事務関係一覧表

Ｄ　支出負担行為整理区分

会計管理者 出納局長 会計課長

全額 全額

全額 全額

全額 全額

支出命令関係

会計管理者に協議する基準
Ｆ　請求書記入事項等

支出負担行
為額の範囲

支出負担行
為に必要な
書類

本庁等の各課※３ 記入事項（未
確定資金前渡
を除く）

必要な書類

Ｅ　支出負担行為協議基準

２　給料
支給しよう
とする当該
期間の額

支給しよう
とする当該
期間の額

確定前渡資金
請求書又は支
払額調書によ
ること。この
場合におい
て、任免配置
換、欠勤、出
生、死亡等の
事由で定額に
異動があるも
のについて
は、その事
由、異動の年
月日及び算定
基礎を備考欄
に記入

協議不要
支払額調書
又は給料請
求書

協議不要
支払額調書
又は報酬請
求書

全額
支出決定の
とき

非常勤（嘱託、講師等）職員の報酬

Ｃ　Ａ欄につ
いて本庁等の
各課の副課長
が専決できる
額

支出負担行
為として整
理する時期

全額
支出決定の
とき

区　　　　　分

知事 本部長
本庁等の
各課の長

 Ａ　収支等命令者の決裁区分（上段）

 Ｂ　事前承認事務決裁区分（下段）

かいの長

支出負担行為関係

１　報酬 全額
支出決定の
とき

支給しよう
とする当該
期間の額

確定前渡資金
請求書又は支
払額調書

支払額調書
又は報酬請
求書

審議会委員等の報酬 協議不要

確定前渡資金
請求書による
こと。この場
合において、
任免配置換、
欠勤、出生、
死亡等の事由
で定額に異動
があるものに
ついては、そ
の事由、異動
の年月日及び
算定基礎を備
考欄に記入

、、

8



全額 全額

全額 全額

全額 全額

全額

全額

全額 全額

口座振替申
出書

協議不要

支給しよう
とする額

協議不要

支払額調書
又は請求書

全額
支出決定の
とき

支出決定の
とき

全額
支出決定の
とき

６　恩給及び退職年金 全額
支出決定の
とき

共済組合負担金、災害補償基金負担金

７　賃金

全額

５　災害補償費

病院等の領
収書又は死
亡診断書そ
の他事実の
発生を証明
する書類

払込通知書協議不要
支給しよう
とする額

支給しよう
とする額

支出しよう
とする額

全額
支出決定の
とき

支給しよう
とする額

支払額調書又
は請求書

確定払につい
ては、確定前
渡資金請求(領
収)書又は支払
額調書による

協議不要

支払額調書

協議不要

３　職員手当等

４　共済費

全額
支出決定の
とき

支給しよう
とする額

確定前渡資金
請求書による
こと。この場
合において、
任免配置換、
欠勤、出生、
死亡等の事由
で定額に異動
があるものに
ついては、そ
の事由、異動
の年月日及び
算定基礎を備
考欄に記入
ただし、児童
手当について
は、確定前渡
資金請求書に
よる

支払額調書
又は職員手
当等請求書
(戸籍謄本、
死亡届書、
失業証明書
その他当該
手当を支給
すべき事実
の発生を証
明する書類)

払込通知書

払込通知書

支給調書又
は請求書

請求書(病院
等の請求
書、受領
書、戸籍謄
本、死亡届
書その他事
実の発生、
給付額の算
定を明らか
にする書
類）

支払額調書
又は職員手
当等請求書

社会保険料 払込通知書協議不要

支払額調書

補償事由、災
害発生年月
日、被災年月
日及び算定基
礎
（療養補償請
求書）

9



全額 全額

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

全額 全額

全額 全額

全額 全額

全額 全額

全額 全額

（全額） （全額）

１００万円
未満

支出整理票

留置人、入院患者及び被収容者の賄費

請求のあっ
たとき

請求のあっ
たとき

請求のあっ
た額

11　需用費 食糧費
品名、数量、
単価及び金額

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

協議不要

品名、数量、
単価及び金額

請求書
配布先計画
表（物品の
場合）

支出しよう
とする額

協議不要

協議不要

品名、数量、
単価及び金額

請求書会食に要する経費

１００万円
未満

支出決定の
とき

協議不要

８　報償費 報償金の類

９　旅費 費用弁償

職員旅費

協議不要

支出決定の
とき

協議不要

協議不要

(1)品名、数
量、単価及び
金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

契約書、請
書又は見積
書
配布先計画
表

支出しよう
とする額

報償品費の類

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２
需用費の物
品購入費の
項に準じる

１００万円
未満

１００万円
未満

10　交際費

上記以外の
費用

１００万円
未満

支出決定の
とき

全額

全額
支出決定の
とき

支出しよう
とする額

支出しよう
とする額

契約金額
（請求の
あった額）

単価契約によるもの

請求書

支出整理簿

請求のあっ
た額

請求のあっ
た額

協議不要

報償費(報酬に
類するものに
限る。)のうち
確定払に係る
ものについて
は、確定前渡
資金請求(領
収)書により、
また、報償費
(報酬に類する
もののうち、
月額で定めら
れたものに限
る。)のうち確
定払に係るも
のについて
は、確定前渡
資金請求書に
よる

旅費請求書兼
計算書

(1)品名、数
量、単価及び
金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

請求書

支払額調書
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全額 全額

全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

１００万円
未満

１００万円
未満

１００万円
未満

請求のあっ
た額
（毎月の月
計総額）

１００万円
未満

請求のあっ
たとき
（総務事務
センターで
発注する場
合は、月計
総額が確定
したとき）

協議不要

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

契約金額
（請求の
あった額）

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

(1)品名、数
量、単価及び
金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

請求のあっ
た額

その他 物品購入費

契約書、請
書又は見積
書

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

契約金額
（請求の
あった額）

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印

納品書及び
支出整理票

契約書、請
書又は見積
書

協議不要

１件の金額が
１６０万円を超
える経費

全額※４

請求のあっ
たとき

請求のあっ
た額

請求のあっ
たとき
（総務事務
センターで
発注する場
合は、月計
総額が確定
したとき）

請求のあっ
た額
（毎月の月
計総額）

契約書、請
書又は見積
書

契約金額
（請求の
あった額）

協議不要

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印

上記以外の
もの

１００万円
未満

定期刊行物、加除式図書
の追録、その他これらに
類するもの

燃料費

１００万円
未満

単価契約に
よるもの

上記以外のもの

単価契約によるもの

給食用賄材料に係るもの
納品書及び
支出整理簿

支出整理票

支出整理票

全額※４

上記以外のもの

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

１件の金額が
１６０万円を超
える経費
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全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（全額） （全額）

支出整理票

協議不要

協議不要

全額※４

請求書

その他
１００万円
未満

契約書、請
書又は見積
書

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

契約金額
（請求の
あった額）

１００万円
未満

請求のあっ
た額

請求のあっ
た額

請求のあっ
たとき

１００万円
未満

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

請求のあっ
たとき

総価額の定めのない長期継続契約による
経費

支出整理票
品名、規格、
数量、単価及
び金額

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印(ただ
し、公共料金
等を除く)

契約書、請
書又は見積
書

請求のあっ
たとき

契約金額
（毎月の月
計総額）
（請求の
あった額）

１００万円
未満

１００万円
未満

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)１件の金額
が１００万円
以下のもの
は、検査済日
付印の押印

１件の金額
が１００万
円を超える
ものは、監
督・検査・
確認結果報
告書

修繕料

12　役務費
契約金額
（請求の
あった額）

協議不要
契約書、請
書又は見積
書

公共料金の類
請求のあっ
た額

保険料

(1)目的、契約
期間及び金額
(2)検査日印の
押印

目的、数量、
単価及び金額

(1)目的、契約
期間及び金額
(2)検査日印の
押印

目的、数量、
単価及び金額

契約書、請
書又は見積
書

契約金額
（請求の
あった額）

契約締結の
とき
（分解検査
を要する場
合は請求の
あったと
き）
（請求の
あったと
き）※２

請求のあっ
た額

支出整理票

１件の金額が
２５０万円を超
える経費

協議不要

１件の金額が
２５０万円を超
える経費

全額※４

(1)用途、品
名、数量、単
価及び金額
(2)検査済日付
印の押印 ※５

請求のあっ
たとき

印刷製本費
１００万円
未満

契約締結の
とき
（総務事務
センターで
発注する場
合は、月計
総額が確定
したとき）
（請求の
あったと
き）※２

１００万円
未満

１００万円
未満

火災保険料及び自動車損害保険料

筆耕翻訳料、広告料

留置人及び試験研究等のために飼育して
いる動物の治療に要する治療費

総価額の定めのない長期継続契約による
通信
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全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（４０００
万円以上）

（４０００
万円未満）
※１

（４０００
万円未満）
※１

全額 全額

（４０００
万円以上）

（４０００
万円未満）
※１

（４０００
万円未満）
※１

全額 全額

（４０００
万円以上）

（４０００
万円未満）
※１

（４０００
万円未満）
※１

全額 全額

（４０００
万円以上）

（４０００
万円未満）
※１

（４０００
万円未満）
※１

支出整理票

１００万円
未満

１００万円
未満

上記以外のもの

部分払に係るもの

前金払に係るもの

契約締結の
とき

請求のあっ
たとき

成工払に係るもの 契約金額
契約締結の
とき

設計工事に係る調査設計
費に係るもの

13　委託料

監督・検
査・確認結
果報告書

１件の金額が
１００万円を超
える経費

(1)目的、数
量、単価及び
金額
(2)検査日印の
押印

(1)目的、数
量、単価及び
金額
(2)検査日印の
押印

監督・検
査・確認結
果報告書

全額※４

１件の金額が
１０００万円を
超える経費

部分払請求書

保証契約書
の写し

１件の金額が
１０００万円を
超える経費

契約書、請
書又は見積
書

協議不要

全額※４

１件の金額が
１０００万円を
超える経費

１件の金額が
３００万円を超
える経費

請負請求書

上記以外のもの

契約金額
（支出命令
額は契約金
額の内、既
納部分に係
る１０分の
１０以内の
額）

支出整理票

支出整理票

前金払請求書
契約書、請
書又は見積
書

(1)目的、数量
及び金額
(2)検査日印の
押印

目的、数量、
単価及び金額

契約金額
（支出命令
額は契約金
額の３割以
内）

請求のあっ
たとき

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

請求のあっ
た額

請求のあっ
たとき

契約金額
（請求の
あった額）

請求のあっ
た額

請求のあっ
た額

法令の規定に基づくもの

総価額の定めのない長期継続契約又は単価契約による
もの

上記以外の
費用

１００万円
未満

単価契約によるもの

１００万円
未満

１００万円
未満

契約締結の
とき

契約書、請
書又は見積
書

契約書、請
書又は見積
書

契約書、請
書又は見積
書

１００万円
未満

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

契約金額
（請求の
あった額）

(1)目的、数量
及び金額
(2)検査日印の
押印

廃棄物等の
処分委託の
場合は産廃
マニュフェ
スト

１００万円
未満

１００万円
未満
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全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

５億円以上 ５億円未満 ５億円未満

（５億円
以上）

（５億円
未満）

（２億円
未満）

（２億円
未満）

５億円以上 ５億円未満 ５億円未満

（５億円
以上）

（５億円
未満）

（２億円
未満）

（２億円
未満）

５億円以上 ５億円未満 ５億円未満

（５億円
以上）

（５億円
未満）

（２億円
未満）

（２億円
未満）

全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

（７０００
万円以上）

（７０００
万円未満）

（５０００
万円未満）

（５０００
万円未満）

前金払に係るもの

５０００万円超
５億円未満

５億円以上

所在地、地
目、地番、地
積、単価、金
額、移転登記
年月日及び番
号

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)検査日付印
の押印 ※５

協議不要

１件の金額が
１００万円を超
える経費

登記嘱託書
の写し

17　公有財
　産購入費

契約締結の
とき

契約金額

５０００万円超
５億円未満

単価契約によるもの

監督・検
査・確認結
果報告書

成工払に係るもの

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

請求のあっ
た額

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)検査日付印
の押印 ※５

部分払請求書
監督・検
査・確認結
果報告書

１００万円
未満

契約締結の
とき

契約金額
契約書、請
書又は見積
書

５億円以上 請負請求書

目的、対象物
件又は場所、
使用又は貸借
期間、数量、
単価及び金額

全額※４

保証契約書
の写し

前金払請求書

１件の金額が
１００万円を超
える経費

５０００万円超
５億円未満

目的、対象物
件又は場所、
使用又は貸借
期間、数量、
単価及び金額

１００万円
未満

総価額の定めのない長期継続契約又は単価契約による
もの

１００万円
未満

契約金額
（支出命令
額は契約金
額の４割以
内）

契約書、請
書又は見積
書

請求のあっ
た額

契約書、請
書又は見積
書

15　工事請
　負費

５億円以上

契約金額
（支出命令
額は契約金
額の内、既
納部分に係
る１０分の
９以内の
額）

契約書、請
書又は見積
書

協議不要

契約金額
（請求の
あった額）

契約金額
（請求の
あった額）

契約締結の
とき

上記以外のもの

１００万円
未満

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

契約締結の
とき

16　原材料
　費

部分払に係るもの
１００万円
未満

上記以外のもの

２万平方メートル以上の土地の購入

14　使用料
　及び賃借
　料

支出整理票

支出整理票

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

契約書、請
書又は見積
書

契約書、請
書又は見積
書
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全額 全額

（５０００
万円以上）

（５０００
万円未満）

（５０００
万円未満）

全額 全額

（７０００
万円以上）

（７０００
万円未満）

（３０００
万円未満）
※１

（３０００
万円未満）
※１

全額 全額

全額 全額

（６０００
万円以上）

（６０００
万円未満）

（６０００
万円未満）

全額 全額

１億５０００
万円以上

１億５０００
万円未満

１億円未満

５０００万
円以上

５０００万
円未満

３０００万
円未満

３０００万
円未満

19　負担
　金、補助
　及び交付
　金

１００万円
未満

交付決定の
とき

交付決定額
交付申請書
又は交付明
細書

５０００
万円以上

５０００
万円未満

目的、交付決
定番号、交付
決定年月日及
び金額

５００万円超
３０００
万円未満

（財源に国庫支出金を含むものを除く。）

請求書
支払額調書

請求書

協議不要

１件の金額が
１６０万円を超
える経費

交付申請書
又は交付明
細書

１億５０００
万円未満

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)検査日付印
の押印 ※５

１件の金額が
５００万円を超
える経費（財源
に国庫支出金を
含むものを除
く。）

請求のあっ
た額
（契約金
額）

補助金

交付決定の
とき又は交
付決定をし
ないときは
請求のあっ
たとき

交付決定額
又は請求の
あった額

請求のあっ
たとき
（契約書を
作成すると
きは契約締
結のとき）

交付決定額

交付明細書
又は請求書

上記以外の補助金

交付金

土地は、所在
地、地目、地
番、地積、単
価、金額、移
転登記年月日
及び番号
家屋は、所在
地、種別、面
積、単価、金
額、移転登記
年月日及び番
号

契約書、請
書又は見積
書

目的、交付決
定番号、交付
決定年月日及
び金額

（財源に国庫支出金を含むものを除く。）

１００万円
未満

交付決定の
とき

交付決定額
交付申請書
又は交付明
細書

１億５０００
万円以上

５００万円超
１億円未満

契約締結の
とき

建設事業に係る補助金

１００万円
未満

（契約による
ものを除く）

交付決定の
とき

上記以外のもの 契約金額
１件の金額が
１００万円を超
える経費

登記嘱託書
の写し

請求書
支払額調書

上記以外のもの

契約金額
（請求の
あった額）

契約書、請
書又は見積
書

請求書
（契約書）

負担金
１００万円
未満

１００万円
未満

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２

協議不要
１００万円
未満

18　備品購入費

法令の規定に基づくもの
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全額 全額

（全額） （全額）

全額 全額

（全額）※１（全額）※１

全額 全額

１億円以上 １億円未満 １億円未満

全額 全額

（１億円
以上）

（１億円
未満）

（１億円
未満）

全額 全額

全額 全額

全額 全額

３０００万
円以上

３０００万
円未満

３０００万
円未満

５００万
円以上

５００万
円未満

５００万
円未満

協議不要計算書

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)検査日付印
の押印 ※５

適用法律、扶
助の内容、金
額及び確認印

５００万円超
１億円未満

(2)について
は、物件移
転確認調書
及び移転前
後の写真

１００万円
未満

請求のあっ
たとき

３０００万
円未満

３０００万
円以上

１件の金額が
１００万円を超
える経費（独立
行政法人日本ス
ポーツ振興セン
ター法による災
害共済給付に係
る経費は、協議
不要。）

１億円以上

協議不要

協議不要

協議不要

協議不要

(1)用途、品
名、規格、数
量、単価及び
金額
(2)検査日付印
の押印 ※５

20　扶助費
現物給付に
係る物品購
入費

単価契約によるもの

支払額調書
貸付を要す
る額

契約書、借
用書又は申
請書

貸付決定の
とき

請求のあっ
た額

支出整理票

契約金額
（請求の
あった額）

支出決定の
とき

契約書又は
支給明細書

契約締結の
とき
（請求の
あったと
き）※２
需用費の物
品購入費の
項に準じる

契約書、請
書又は見積
書

支出しよう
とする額

出資又は払
込みを要す
る額

補填額決定
のとき

出資又は払
込み決定の
とき

上記以外の費用

補填決定額

１００万円
未満

１００万円
未満

１００万円
未満

判決謄本又
は和解書

１件の金額が
１００万円を超
える経費

１件の金額が
１００万円を超
える経費

(1)用地につい
ては、所在
地、地目、地
番、地積、単
価及び金額
(2)物件につい
ては、所在
地、種別及び
金額

契約締結の
とき
（独立行政
法人日本ス
ポーツ振興
センター法
（平成14年
法律第162
号）による
災害共済給
付に係る経
費にあって
は支出決定
とき）

請求書（判
決謄本又は
和解書を添
付するこ
と。）

請求のあっ
た額

賠償金

21　貸付金

22　補償、
　補填及び
　賠償金

１００万円
未満

１００万円
未満

契約金額
（支出しよ
うとする
額）

契約書又は
承諾書

補償金

計算書

上記以外のもの

補填金

（計算書）
支出しよう
とする額

１００万円
未満

申込書又は
申請書

積立しよう
とする額

23　償還金、利子及び割引料
１００万円
未満

支出決定の
とき

請求書又は
計算書

積立決定の
とき

24　投資及び出資金

25　積立金

支払額調書
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５００万
円以上

５００万
円未満

５００万
円未満

全額 全額

全額 全額

注１　上表の※１は、随意契約の場合、工事請負費は２５０万円、その他は１００万円以下のものは事前承認が不要であること。ただし、単価契約及び総価額の定めのない長期継続契約にかかるものは金額の多少にかかわらず事前承認が必要であること。

注２　上表の※２は、１件の予定金額が１０万円未満の契約にあってはかっこ書きによることができること。

注３　上表の※３は、規則第５９条第２項により本庁等の各課の長が専決した変更支出負担行為の事前の協議区分は出納局会計課長であること。

注５　上表の※５は、規則第１４５条第２項の規定により総務事務センター長に支出負担行為及び支出命令を行わせたものについては、この限りでないこと。

注６　自動車の車検に要する経費（公課費、自動車損害保険料、車検手数料及び修理代）については、支出負担行為として整理する時期を「請求があったとき」、支出負担行為額の範囲を「請求があった額」とすることができること。

注７　上表のＣ欄は、財務規則第３条の３第２項第１号に規定する範囲について記載しており、Ｂ欄の契約事務の事前承認については専決規定がないので注意すること。

協議不要

支出決定の
とき

支出しよう
とする額

納入通知書

寄附決定の
とき

繰出しよう
とする額

計算書

申込書

１００万円
未満

支出決定の
とき

注４　上表の※４は、単価契約（年間推定金額１００万円以下（需用費にあっては１６０万円以下、委託料にあっては３００万円以下）を除く。）及び総価額の定めのない長期継続契約にかかるものは、契約を締結しようとするときに、会計管理者に協議
　　すること。

28　繰出金

26　寄附金 支払額調書

協議不要27　公課費

協議不要

（未確定資金
前渡請求書）

寄附しよう
とする額

全額
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の佐賀県財務規則の規定は、平成25年度以降の予算（同年度に繰り越された平成24年度以前の予算を含む。）に係

る財務に関する事務の処理について適用し、平成24年度以前の予算（平成25年度に繰り越された平成24年度以前の予算を除く。）に係る財

務に関する事務の処理については、なお従前の例による。 
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